
8-1 高等教育への進学率
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 p.276 「第8- 1 表 高等教育への進学率」

各国の教育制度や、その中での高等教育の位置づけは多様であり、このため高等教
育への進学率の比較には、注意を要する(p.278～284「第 8-2 表 各国の学校系統図」
参照)。
OECDが毎年発行する『Education at a Glance』は、各国の高等教育（日本では短

期大学等から大学院の博士課程までに相当）への進学率を掲載している。上のグラフ
は、このうち主要先進国の進学率を示したものであるが、イタリアの 47.6％からデン
マークの 86.3％まで、各国の進学率には大きなばらつきが見られることがわかる。ま
た、長期的には上昇傾向にあるとされるものの、短期な増減が少なからずみられ、景
気動向や制度的な変化など、多様な要因による影響が類推される。
日本の高等教育進学率は 80.3％（2016 年）で、主要国中でも高い水準にあるが、学

士課程相当以上（国際標準教育分類のレベル６以上）に限定する場合、他国に比して
進学率が顕著に低下する（80.3％から 49.9％）。これには、短期高等教育（同レベル 5）
が教育制度に占める役割が、他国とは異なることが影響していると考えられる。
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